
































































































IR I EC （公共・協同経済研究情報センター〉での学問的討議で重要だった15の「民営化」
概念を列挙しているが，このこと自体が，各国別の多様な問題点の所在と異なった分析視角を
明らかじしているのである（テオ・ティーマイヤー，ガイ・ク寸ーデン編『民営化の世界的潮




























⑦ 「転換期における公企業J『経営研究』 181号， 1982年9月
① 「『行政改草』の本質と国鉄問題」『労働法律旬報』 1982年10月上旬十下旬号
＠ 「転換期の日本電信電話公社」『公営評論』 1983年7月号
⑤ 「日本電信電話公社『改草』の諸問題J 『専修大学経営研究所報~ 54号， 1983年9月
① 「日本電信電話公社『改竿』の新局面」『専修大学経営研究年報』 8号， 1984年2月
③ 「現代公企業改革の国際比較J『運輸と経済』 1984年2月号
⑦ 「日本電信電話公社の再編成」『公営評論』 1984年8月号
⑬ 「電電公社民営化と国民生活J 『賃金と社会保障~ 895・6号， 1984年8月
＠ 「IN Sと電電公社の民営化問題J『日本の科学者』 1984年12月号
⑫ 「公私混合企業に関する最近の問題点」『科学と思想』 56号， 1985年4月
⑫ 「多国籍企業の展開と通信主権」『経済』 1986年1月号
































①「政府直営事業体」（centralgovernment trading bodies) rこは，国家貯蓄銀行，王立兵
器エ場などの7事業が含まれる。







1979-80 British Petroleum (5%) 
!CL〔25%)
その他
1980-81 Ferranti (51 %〕
Fairey (100%) 
British Aerospace (52%) 
その他
1981-82 British Sugar (24%) 
Cable & Wireless (49%〕
Amersham International (100%) 
Naianal Freight Corporation (100%) 
その他
1982 83 Britoil (51 %) 
その他




1984-85 British Telecommunications (50%) 





















































































































































｜ ｜宅金｜連出資 閣議決定 I Jj'z;:ll<7.J~備 l 実施企業名 活動領域 子｜（百万！
DM DM) % 
1983.10. 大蔵省 VEBA 一叩8'7即幻引1 4必382…へ寸号吋円…価1984年1
26. AG 石商〔電炭業力〉， ，石油 げ み。相場で月化学 格設定を志
運送
1985. 3. 2 大蔵省 VIAG アルミニウ 580 
十50産興機7業金.1 
上場の査定と40%年売却
6. AG ム， 電化力，学 12. 出資号i を最低25%準備 1986 6 
No. l ガス， 復融 関 に き下げ，同時 月に上場
1,200 240 初胤l参換;IJO社せ債fや増指に取済引所で評価年転’86換1社5債iNo.2 。AG み。 1986 百万DMに準備
への増資月
86年9
No.3 大蔵省 PRAKLASE_I利鉱床用可能な 26 26 100騨会祉のを句自立性品てと独事上場の準備年 石油市場ISM OS の発物査見 1985/86 危機計直によAG のための 資げの 幅な り画の
理学的調 見し
大蔵省 Industrie 不動産， 産輸経 54 54 100 特政げ府定か業の出務検資討のの売引却きか110百万DM 1986年10No.4 ~：~cl~~~~lt5 送業営手段， 。86 下年へ／査の8増定6 資の後月管出理資のと活 85 に上場
AG 3月12口に45%のの と準備用 売却を閣議決定
N日.5 Deutsche 都主市に住建設宅の・ 243.9 165.6 67.9 198川支でに単出利ザ1987 ／：田立法1_9R昨かPfandbrief- 資十産特別 多数ヨ｜まで連安l 置 らanstalt ための不動体 を き下げる。公




256 253. 4 99. 0 
公持的で単げ法純J保連ろK証邦上多自数の立出と地性u資に、位の割引う永条合のき維続件下を
上場の査定と 1988/88 























！ 恥 9 交通省 IGes巴l同 ガソリンス 61 61 
100多数の出軍前価資のり答提詳の連。サ邦民細保にる持
専収門家の意見1988年に











80 1凹1x~~cと.r~同ed様it1;i-:: コンツェルン11988年決に邦鉄道 Co GmbH の許i岡 大綱定
ドイツ連l~！~~sches 旅設立行会と社経営の125 12.5 叩 i出能資の引き下げが1198昨に検討会古社き法下車上邦鉄道 ebi.iro 可か，どのようされた の か
GmbH 検な形討態で可能かの ら の
(DER) 権の（〉共先買同出資同社意引 げずは行われ
abr-amtliche 書~t，割 18 9.9 55 DE Rと同様 DE Rと同様DE Rと~~a巴ls~~~~~e 同様
GmbH 
1~陪内のるι閣予提7算に出1大蔵省 IVEBA AG 上述 1976.9 505.1 25.6 完全民営化 国際市準場備の売1987年3却の 月
案よとともに




1987. ll. 大蔵省 VIAG AG 上述 580 275.1. 47.4 完全民営化 国売却際市の準場備での1988年54. 金＋復融興機 月12. 6 
関72.8






「西ドイツにおける連邦所有企業の民営化政策」 『修道商学』 29巻2号， 1989年 3月，寺尾晃





ここで， CIRIEC(Centre international de recherch巴set d’information sur l'economie 

















































































































































































































OEEC (Organization of European Economic Cooperation：欧州経済協力機構〉が発足した。
1949年4月には， NATO（北大西洋条約機構〉が，米国・カナダ・西ヨーロッパ10カ国（現在
15カ国〕による集団安全保障機構として発足した。 1950年9月には，貿易決済システムとして，
EPU (European Payment Union ：欧州支払同盟〉が発足した。 また同年5月シューマン仏外
相が提案した「シューマン・プラン」にもとづいて， 1951年4月には ECSC(European Coal 
and Steel Community ：欧州石炭鉄鋼共同体〉設立のためのパリ条約が締結された。 ECSCtま
1953年2月に発足し，日C形成の一つの基礎となった。
1957年3月には，西ドイツ，フランス，イタリア，ベルギー，オランダ，ルグセンブルグの
6カ国から成るEEC(European Economic Community ：欧州経済共同体〕およびEURATOM 
〔EuropeanAtomic Energy Community ：欧州原子力共同体〉設立のためのローマ条約が調
印され，翌1858年1見， EECとEURATOMが発足したのである。
































































































































































ある。 85年は，全投資額の9割が外資で占められ， 国内資本の活用は残り 1割に過ぎなかっ




ルに異国的な感情を抱いていなし、」（向上， 18ペー ジ〉。 1989年6月の北京天安門事件の影響は，
これらの面からも重視される（アジア太平洋地域の経済動向については，『経済』 1989年9月号
の特集など参照〉。
以上のように，先進資本主義国においても，発展途上国においても，公企業の「民営化」は
その過程そのものに多くの矛盾をはらんでいる。さらに， 「民営化」以後にも，新しい多様な
矛盾が表面化する。現局面においては，公企業「民営化jの矛盾が主題となりつつある。 1990
年代の新展開に注目したい。
